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研究成果の概要（和文）：本研究では，EUの多極型イノベーション創出共同体European Innovation Institute 
of Technology(以下EIT)がEU各地で展開する実践事例を調査対象とし，EITおよびEITの構成単位である
Knowledge Innovation Community (以下，KIC)の概要を把握した．また，幾つかのKICについてより詳細な調査
を実施し，自律分散型イノベーションエコシステムの動的メカニズムをモデル化し，基礎実験を通じて検証を試
みた．さらに当該モデルを地方自治体の政策に反映させるとともに，関係性の動的デザインの方法論として国際
会議等で報告しフィードバックを得た．

研究成果の概要（英文）：This study is focused on European Innovation Institute of Technology 
(hereafter EIT) as an EU-wide decentralized innovation ecosystem, and investigated into its actual 
overview as well as the one of Knowledge Innovation Communities (hereafter KICs) as constituent 
parts of EIT. Then several KICs were investigated more deeply and the fundamental factors of dynamic
 mechanism of autonomous decentralized innovation ecosystem were extracted based on empirical case 
studies. Those factors were hypothetically modelized into a dynamic system and fundamental 
experiments were conducted to examine the validity of the proposed model. This model is  reported 
and argued in the international conferences as a methodology for dynamic relationship design, 
moreover, it is reflected and implemented to the innovation ecosystem policy at the local 
government.

研究分野： デザイン学
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様	 式	 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９，ＣＫ－１９（共通）	

１．研究開始当初の背景 
【本研究に関連する国内・国外の研究動向】 
	 我が国の旧来型産業構造の疲弊に起因す
る社会停滞は，中央集権型イノベーション循
環から取り残されがちな周縁地域において
一段深刻であり，地方国立大学に対する地域
のイノベーション創出拠点としての期待は
高いが，そのシステム最適化に向けた研究は
遅れている． 
	 我が国特有の社会停滞要因として(1)マイ
ンドセットとしてのアントレプレナーシッ
プ，(2)周縁地域のイニシアチブ，が極めて低
水準である点が指摘され，その対策として
国・地方いずれの政策形成過程においても，
従来，主として米国地方都市のハイテククラ
スターモデル（シリコンバレー等）が先進モ
デルとして参照されてきた(Sean Connell, 
2012)．しかしながら，近年，シリコンバレ
ーモデルは国際イノベーション集積特区と
もいえる特有の社会環境，エコシステムを前
提に成立している，すなわち，日本で広く一
般に参照するモデルとして必ずしも適切で
はないという指摘が，国内の主要なアントレ
プレナ―シップ教育関連の会議・研究会にお
いても繰返し頻繁になされ，一定の理解が得
られていた． 
	 他方で，「多様性における統合」を掲げる
国際共同体 EUにおいては，EU共同体とし
てのイノベーション戦略 HORIZON2020 と
連動した多極型イノベーション創出共同体
European Innovation Institute of 
Technology (以下，EIT)が 2008年に EUを
母体として創設され，EIT は 2009 年末に 3
つ の Knowledge and Innovation 
Community（以下，KICs）を指定した．2013
年には，Node と呼ばれる多極型イノベーシ
ョン創出システムを採用する KICs の 1 つ
EIT ICT Labs（図１）より，多地点間をまた
いだアントレプレナーシップ教育・産学連携
融合システムによる共同研究開発，スタート
アップ起業での事業化，市場投入の実績例が 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

相次いで報告された時期にあり，さらに，第
２期（2014～2018年）KICsの追加指定がな
され，多極型イノベーション創出システムの
大規模社会実験ともいえる EIT の過渡期に
あった．加えて KICsは，広域かつ多様な EU
全域を対象地域としながらも，設置根拠・設
置母体・組織構造・設置期間等について一定
の規格化がなされている点において比較調
査実施に効率的であった．  
【本研究の位置づけ】 
従来のシリコンバレーモデルとの関連で
は，経営資源の投入によりシリコンバレー類
似のエコシステムを構築しシリコンバレー
モデルの参照を有効化するという方向性も
考え得るが，地域・大学ともに経営資源が限
られる周縁地域にとって現実的ではない．本
研究では，むしろアントレプナーシップ教育
と産学連携との融合，多極型グローカル連携
によりイノベーション創出実績を重ねつつ
ある第 1期 EITを調査・分析をすることによ
り，限られた経営資源を最大限有効活用しう
る周縁地域の社会環境に立脚したイノベー
ション創出モデルを構築・検証することを目
指すこととした． 
以上が本研究開始当初の背景である． 
 

２．研究の目的 
	 以上の研究開始当初の背景を踏まえ，本研
究では，地方国立大学の限られた経営資源，
および，地方特有の社会環境を踏まえた自律
分散型イノベーションエコシステムモデル
を構築・実践的に検証することを目的とした． 
	 具体的には，EU の多極型イノベーション
創出共同体 EITが採用する産学連携・アント
レプレナーシップ教育融合モデルについて，
①アントレプレナーシップ教育効果，②事業
創出実績，③地域イノベーションへの寄与機
能に着目しながら，EU 各地で展開されてい
る KICsを対象に整理と考察を行い，日本版
の多極型イノベーション創出共同体を想定
した，地方創生のためのイノベーション共創
エコシステムモデルを提案・検証することを
目指した． 
 
３．研究の方法 
本研究では，EITより公刊・公表されてい
る情報のみでは客観性に欠けると考え,それ
らに加え，EITを構成する多様な Knowledge 
Innovation Community（以下，KIC）・セク
ター・レベル・地域に属する多様な EIT内外
のステークホルダーへのインタビューを通
じて,各々がEITに参画する動機や文脈，EIT
の実態としての組織内におけるダイナミク
ス等を EIT および各 KIC の構造との対比に
おいて把握した．	
それらをもとに整理・分析を行い,地方特
有の社会環境を踏まえた自律分散型イノベ
ーションエコシステムモデルとして国内の
地方自治体に適用し実践的に検証した．具体
的には下記のスケジュールで実施した．	

図 1  EIT ICT Labs の多極性 
引用元：EIT ICT Labs 

 



◇平成 28年度前期	
・EU 本部・EIT 本部を中心とした文献調査
および現地インタビュー調査（EIT共通基盤
および俯瞰的視点からの KICsに対する評価
の把握）		
◇平成 28年度後期	
・試行 KICs（2009-2013）の文献調査および
現地インタビュー調査．知識創造構造に着目
し,	特定のKICの特徴および構成要素（各ノ
ードの規模・性質・地理的関係マネジメント
体制・アントレプレナーシップ教育の位置づ
け・イノベーションへの寄与機能・課題等）
について調査した．	
・上記調査を踏まえ，地方に適した自律分散
型イノベーションエコシステムのデザイ
ン・マネジメントの理論化に向けた動的モデ
ルを提案し国際会議で報告した．このモデル
について基礎研究を進めると同時に,自治体
および地域インフラ企業との連携の下,	ア
ントレプレナーシップ教育・産学連携融合に
よる地域に根差したイノベーション共創プ
ログラムとして開発・試行した（成果指標の
抽出・仮説構築）	
◇平成 29年度	
・前年度に抽出した指標を軸に,	 特にステ
ークホルダー間における知識創造構造の視
点から収集データの整理・分析および考察を
行い,共創メカニズムの動的モデル化を行っ
た．	
・イノベーションエコシステムのデザイン・
マネジメント方法論への上記モデルの適用
として,知識創造構造に着目した,地域に根
差したアントレプレナーシップ教育と産学
連携統合プログラムの開発・試行および仮説
検証を行った．	
・研究成果をまとめ国際会議で報告し,学術
論文としてまとめた（複数査読中）．	
	
４．研究成果 
	 EITが採用する産学連携・アントレプレナ
ーシップ教育融合モデルについて，➀アント
レプレナーシップ教育効果，②事業創出実績，
③地域イノベーションへの寄与機能に着目
し，EU 各地で展開されている実践事例を対
象に知識創造構造に着目した整理と考察を
行い，日本版の分散型イノベーション創出共
同体を想定した，地方創生のためのイノベー
ション共創エコシステムを提案した．	
	 イノベーション創出において多様な個々
人や組織の間での協働の重要性はしばしば
強調されるが，協働は単に個々人を場に集め
るだけで自然発生するものではなく，一度は
開始された協働も，（例えば補助金などプロ
ジェクト資源の喪失，動的環境変化への不適
応，設定されたプロジェクト期間の終了な
ど）所与の枠組みが外されると同時に絶える
ことが少なくない．様々なインフラの一層の
発達による関係性のデザイン・マネジメント
の自由度が高まりは,多様な文脈にある個人
や組織間において如何に柔軟に動的に関係

性をデザインしマネジメントすることの重
要性の高まりを意味する	
本研究では，イノベーション創出に不可欠
な既存の関係性が存在しない段階,組織の懐
胎期（gestation phase）での協働について，
多様な個々人・組織間において「共創の主体」
が形成され維持されるメカニズム,とりわけ
デザインプロセスに着目し，共創および相互
主観性形成の動的メカニズムを探求した．	 	
共創的価値に着目した共創のメカニズム
についてはマネジメント分野をはじめ様々
な分野において研究の蓄積がなされている
が,本研究では「共創的価値」ではなく「共
創的価値を生成する主体」に着目し共創の動
的システムモデル化を行った．その動的シス
テムモデルを構成する要素として,各共創の
主体・プロセス・結果に対応するヒューマン
ファクター（広義）として,相互主観性・個々
人の文脈・共創造性を抽出・定義し,各々の
質的・量的評価手法を提案し,基礎実験を通
じて各々の動的ふるまいを定性的・定量的に
把握したところ下記の知見をえた．		
	
1)個々人間における相互主観性は共創的
協働を通じて形成される	
2)共創的協働は個々人の文脈により方向
付けられ，個々人の文脈もまた共創的協
働からの作用を受ける	
3)	本研究において「個々人間において，
彼らのコンセプトをよりよいものとな
るよう開発し実現しようとする共有さ
れた動機」と定義した共創造性は共創的
協働を通じて形成される	
4)	相互主観性の形成と共創造性の形成の
間には正の相関関係がみられる．	
	
以上の知見と既往の研究における知見を
もとに,個々人間や組織間における「関係性
のデザイン・マネジメント」を簡易に扱うた
め,共創のメカニズムを一系のシステムとし
て動的モデルとして提案した（図２）	
		
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
図２共創の動的メカニズム（逆渦モデル）	
	
さらに,上記モデルをイノベーションエコ
システムのデザイン・マネジメントの方法論
として展開し（図３）EIT各 KICでの実地調



査・インタビューや地方におけるイノベーシ
ョン施策等への適用を通じてモデルの検
証・改善を行った．	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
図３	イノベーションエコシステムへの展開	
	
本モデルを念頭に,地方自治体および地域

通信インフラ企業との連携の下,	地方国立
大学を基盤としたアントレプレナーシップ
教育・産学連携融合によるイノベーション共
創プログラムを開発・試行し,地域に根差し
たイノベーションエコシステム形成事業と
して実装し（参加事業者数 150 前後）,その
後のマネジメントにも試験的に適用し,今後
取組むべき課題を得た．	
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